
介護報酬の地域区分見直しに関するアンケート結果 

2026 年 10 月 20 日 

新潟県民主医療機関連合会 

○集約期間：2026 年 9 月 11 日～10 月 16 日 

○発送件数：新潟市内 750 の介護事業所 

○回 答 数：126 件（回答率 16.8％） 

 

○設問と回答 

 

 

貴事業所の主な介護サービスの種類をお選びください。（1 つに〇） 

①特別養護老人ホーム（地域密着型含む）  ②介護老人保健施設 

③認知症対応型共同生活介護  ④小規模多機能型居宅介護（看護含む） ⑤短期入所生活介護 

⑥通所介護（デイサービス） / 地域密着型通所介護  ⑦訪問介護 

⑧定期巡回型・随時対応型訪問介護看護  ⑨訪問看護  ⑩通所リハビリテーション 

⑪訪問リハビリテーション  ⑫居宅介護支援（介護予防含む）  ⑬福祉用具・住宅改修 

その他（具体的に：                               ） 

 

【回答】 

サービスの種類 件数 占有率 

①特別養護老人ホーム（地域密着型含む） 11 8.7％ 

②介護老人保健施設 9 7.1％ 

③認知症対応型共同生活介護 21 16.7％ 

④小規模多機能型居宅介護（看護含む） 12 9.5％ 

⑤短期入所生活介護 9 7.1％ 

⑥通所介護（デイサービス）/ 地域密着型通所介護 18 14.3％ 

⑦訪問介護 25 19.8％ 

⑧定期巡回型・随時対応型訪問介護看護 1 0.8％ 

⑨訪問看護 13 10.3％ 

⑩通所リハビリテーション 0 0％ 

⑪訪問リハビリテーション 1 0.8％ 

⑫居宅介護支援（介護予防含む） 5 4.0％ 

⑬福祉用具・住宅改修 0 0％ 

※その他 1 0.8％ 

 

 

 

 

 



現在、新潟市は地域区分「7 級地（上乗せ割合 3％）」となっていますが、今後の国の制度見直しによ

り、これが「その他（0％）」へと実質引き下げられる方向です。これに関して想定される影響をお尋

ねします。 

 

問 1.貴事業所では、今後引き下げが実施された場合の事業運営への影響をお聞かせください。 

（1 つに〇）  

①事業継続が厳しくなる  ②大きく影響する  ③多少影響する  ④影響しない   

⑤わからない 

 

【回答】 

事業運営への影響について 件数 占有率 

①事業継続が厳しくなる 53 42.1％ 

②大きく影響する 59 48.8％ 

③多少影響する 10 7.9％ 

④影響しない 0 0％ 

⑤わからない 4 3.2％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



問 2. 貴事業所では、今後引き下げが実施された場合に、職員の処遇改善や人材確保への影響につい

てお聞かせください。（複数回答可）  

①給与（介護報酬）が高い地域や他業種へ人材が流出・転職する傾向が強くなる。 

②特に外国人介護労働者の県外への流出が加速すると思われる。 

③適正な人材や専門資格職（ケアマネジャー、看護師、介護福祉士等）がさらに集まりにくくな

る。 

④収益が目減りする一方で、人件費の高騰に対する負担が大きい 。 

その他（具体的

に：                                    ）  

 

【回答】                                複数回答可 

職員の処遇改善や人材確保への影響について 件数 回答率 

①給与（介護報酬）が高い地域や他業種へ人材が 

流出・転職する傾向が強くなる 

81 64.3％ 

②特に外国人介護労働者の県外への流出が加速する 

と思われる 

13 10.3％ 

③適正な人材や専門資格職（ケアマネジャー、看護 

師、介護福祉士等）がさらに集まりにくくなる 

75 59.5％ 

④収益が目減りする一方で、人件費の高騰に対する 

負担が大きい 

106 84.1％ 

⑤その他 

 

4 3.2％ 

 

 

 

 

 

 

 



問 3. 貴事業所では、今後引き下げが実施された場合のサービス継続のための工夫、対策等について

お聞かせください。（封数回答可） 又は具体的にご記入ください。 

①加算取得の再検討 

②経費削減 

③昇給額の検討（給与等の見直し） 

④減収となる事業所の終了（合併含む） 

⑤利用者の自費負担を上げる事を検討 

⑥これ以上対策を講じる事が極めて困難 

その他（具体的に：                              ） 

 

【回答】                                複数回答可 

サービス継続のための工夫、対策等 件数 回答率 

①加算取得の再検討 57 45.2％ 

②経費削減 83 65.9％ 

③昇給額の検討（給与等の見直し） 45 35.7％ 

④減収となる事業所の終了（合併含む） 30 23.8％ 

⑤利用者の自費負担を上げる事を検討 45 35.7％ 

⑥これ以上対策を講じる事が極めて困難 43 34.1％ 

⑦その他 7 5.5％ 

 

 

 

 

 

 

 

 



問 4.地域区分について、その他介護保険について新潟市及び厚生労働省に対しての、率直なご意見を

ご記入ください。 

【回答】

 



 



 



 



 



問 5.その他介護事業全体に対し、ご自由にご意見をご記入ください。 

【回答】

 



 

 



 

 



 

 


